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既存民間建築物耐震化事業 都市創生課

住宅環境の充実

地震による人的・経済的被害の軽減を図り、安心・安全なすまいとまちの実現を図るため、補助対象
者への耐震診断・設計・改修、除却補助制度の積極的な啓発を行い、建築物の耐震化を促進する。

耐震改修工事や住宅の建替えにより、耐震化率が向上した。また、耐震診断や耐震改修補助金の
交付申請件数は高齢化の進展により減少した。

建築物の耐震化は、地震時の人的被害や経済的被害を軽減するために必要である。しかし、近年
では高齢化の進展もあり、耐震改修費用の負担が重荷となり補助金の交付申請件数が減少傾向
にある。このため、今年度「第２期河内長野市耐震改修促進計画」を策定し、補助要件の緩和や代
理受領制度の実施について検討を進める。

事業の概要

指標の推移

事業の評価

制度の普及啓発のため、住宅関連のセミナーや事業者向け説明会にて補助制度の説明を実施し
た。今年度は熊本地震発生直後に耐震診断補助金交付申請件数が増加したものの、最終的には
前年度と同水準となった。
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